
令和２年度 障害者総合福祉推進事業

補装具費支給制度の効果的な普及方法に向けた検討 報告書概要版

補装具費支給制度については、市区町村の支給決定にかかるガイドラインはあるものの、制度の考え方など
については、申請者を含む国民の理解を促す資料が十分に整えられていない実態にある。また、情報を伝える
べき対象者の状態像が明らかになっていない。そこで、本検討では、補装具費の支給実態を把握するとともに、
障害当事者が制度の情報として何を求めているかなどについて調査し、一般向けにわかりやすいリーフレット
等の広報ツールを作成・公開することを目的として実施した。

■事業の目的

■本事業で実施した実態調査
本事業では、支給実態及び申請者・関係者の制度にかかる情報
提供に対する認識や課題等を把握するため、以下の実態調査を実
施した。
〇補装具費支給の実態（自治体アンケート調査）
〇障害当事者の制度に対する認識や課題意識の実態（当事者ア
ンケート調査）
〇補装具費支給制度にかかる情報提供の実態（自治体アンケー
ト調査）

〇補装具利用にかかる関係者の制度に対する認識や課題意識の
実態（関係者ヒアリング調査）

■本事業の検討体制

本事業では検討会を設置して事業を実施した。

検討会委員等



実態調査からの課題

障害当事者及び、関係各者へのアンケート及びヒアリング調査から、補装具費支給制度の利用にかかる
課題としては、各立場で以下が挙げられた。

 更生相談所と同様、当事者実態を細かく知る

立場にあるが、補装具に対する相談には乗れ

ていない現状にある。

 補装具費支給制度については知識を得ていな

いのが現状。

 自治体によっては、リハ関係者等に対する制

度についての研修を実施している。

 申請窓口では、個別の相談までに乗れていな

い現状。

 人口の少ない自治体ではツール等も整備され

ていない

 支援センター機能を持つ組織に相談の委託を

行っている場合もある。

 直接判定を行って各者の状態に合わせた補装

具をコーディネートしている場合もある。

 更生相談所が相談の拠点機能を有しているが、

それが当事者に伝わっていない。（医療機関

等で紹介してほしいとのニーズ有）

 自治体からの委託により各種の相談に乗って

いる組織。

 当事者の個別事情に合わせた補装具や制度利

用についての相談に乗っている。

 更生相談所と同様、各種の相談窓口であるこ

とが当事者に伝わっていないケースがある。

 制度については、「費用にかかる事項」「制

度全体の仕組み」「支給決定の仕組み」「不

具合が出た場合の取扱い」等の情報が申請当

初わからなかった情報。

 制度について知るのは自治体の説明に寄ると

ころが多いものの、補装具利用について相談

したいタイミングは「医師によって補装具を

使用すべきと診断されたとき」が多くを占め

た。

 制度に係る情報は「知りたい情報が適切に提

供されていない」「情報がわかりにくく理解

できない」などの課題が挙げられた。

 制度について具体的によく理解せずに利用し

ている場合もあり得る。

 病院、自治体、リハセンター、支援

センター等と連携して当事者の相談

に乗っている場合もある。

 一方で、上記を通さない場合には直

接購入となり、制度を利用しない

ケースとなる場合がある。

 補装具の必要性を初期段階で知る機

会であるが、現状では治療時期にお

ける補装具の紹介（医療費での購入

が主）が主。

 医師は治療用装具を対象としている

ため補装具支給制度に対する認識は

乏しい。

関係者側の課題：
制度利用について「相談」とともに
情報提供ができることが必要

障害当事者側の課題：
制度利用について「欲しいタイミング」に
「分かりやすく理解できる」情報が必要



補装具費支給の対象者の状態像と情報提供の課題

補装具費支給制度は、補聴器、装具、車椅子などの種目を中心に利用されている実態にあるが、当事者の状
態像としては、インターネット等の情報や適切に相談できる自治体等の担当からの情報を得て、制度を利用し
ている者がいる一方、利用実態には表れていない「情報にたどり着けない、相談ができていない」者が存在し
ており、制度の利用ができていない状態が生じている可能性がある。
即ち、制度の利用が必要な者に情報が届かないために実対象に含まれていない実態が生じている。

情報を収集している、適切に相談できている人 情報にたどり着けない、相談ができていない

 自分でインターネット等による情報収集がで
き、制度の内容や必要事項を理解できる人

 適切に相談できる機関との連携ができ、自分
に必要な補装具をコーディネートされ、制度
についての説明も受けている人

 障害者手帳の取得ができていない、適切な相
談窓口への相談ができていないために制度に
ついて知らない人

 障害者手帳取得時に説明は受けたものの、理
解できておらず、制度活用に至っていない人

 適切な情報提供（視覚障害者や聴覚障害者に
対する情報保障ができていない）がされてお
らず、制度についての情報が適切に得られな
い人

引き続き、適切な情報提供が必要な対象像 情報提供を強化すべき対象像



一方、制度情報は手帳申請時などに情報提供をされているものの、「障害者福祉の手引き」などの膨大な情
報の中に埋もれている場合や、制度情報がわかりにくいなどの問題が見られた。

【情報提供の課題】
 多くの情報に埋もれては理解できず、認知もできない（「障害者福祉の手引き」の一部では埋もれて
しまっている）

 難しい言葉、煩雑な書類の作成が情報理解を阻んでいる
 「自分に必要な補装具が申請できるのか」をどのように判定されるか、判定に至るまでにどのような

相談ができるのかなど、「相談」との紐づきが見えない
 知りたい情報（支給額等）にカンタンにたどり着けない

補装具費支給制度の効果的な普及のあり方の方向性

方向性①：情報を伝えるべき対象像、アプローチしやすい情報提供手段が重要

インターネット等で情報が収集でき制度内容等を理解できている、相談できる機関に情報提供がされている
者は問題がないが、情報にたどり着けない、相談ができない人が存在し、情報提供の強化が必要となっている。

方向性②：対象者にとって必要な情報内容、わかりやすい情報構成・表現のあり方が重要

情報が必要な対象像にとって、制度そのものについてが多くの情報に埋もれて認知できていない状況である
とともに、内容についても仕組み、申請の流れ、種類や要件、費用など各段階の情報が必要となっている。



広報ツールの作成・展開

広報ツールとして、以下の２段階のツールを作成した。
ツール①：制度そのものを知り、全容が理解できる「とば口」となるツール
ツール②：制度の内容をある程度詳細に理解し、利用にあたっての必要な情報がわかるツール

関係者は
障害当事者からの相談時
などに
補装具購入における
制度のひとつとして
わかりやすい
情報提供を行う

障害当事者は、
相談とともに提供される
情報を理解し、
自分に合った制度を見つ
け、利用する

「補装具費支給制度」って

どんなもの？

自分が使える制度かな？

「補装具費支給制度」を使い

たいけど、具体的にはどうし

たらいいかな？

ツールの活用のあり方

ツールの活用のあり方



ツール①：制度そのものを知り、全容が理解できる「とば口」となるツール

「補装具費支給制度」利用ハンドブック



ツール②：制度の内容をある程度詳細に理解し、利用にあたっての必要な情報がわかるツール

「補装具費支給制度」利用詳細ガイド



参考ツール：課題の共有

「補装具費支給制度」にかかる課題などについて
前述した課題等については、申請者に関わる関係各者との共有を図り、情報提供の必要性、わかりやすく、
申請者にとって必要な情報内容の提供などをご理解いただく必要があることから、課題共有のチラシを作成し
た。


